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台湾では貿易の自由化と国際化を積極的に推進しており、企
業がグローバルな物流管理モデルを展開できるよう、6港湾 1空
港に「自由貿易港区」を設置しています（図 1）。自由貿易港区の
入居企業は、貿易、倉庫、物流、コンテナ（貨物）の集散、積み
戻し、積み替え、運送請負、通関サービス、組み立て、再選別、
包装、修理、組み立て加工、加工、製造、検査、試験、展覧、技
術サービス等、多形態の業務を行うことができます。

自由貿易港区では、貨物や人員の移動の利便性を高めるた
め、規制の少ない高度自主管理方式を採用しています。具体的に
は以下のような措置があります。国外貨物を自由港区に留置きし
たり、自由港区の貨物を国外や他の自由港区へと輸送する場合、
原則として税関での審査・検査が免除されます。国内の課税地
域・保税地域間の貨物流通は 1か月単位での報告となります。ま
た、外国人ビジネスマンが入国するための便利な手段も提供して
います。

租税優遇措置については、国外から自由港区に荷揚げされた
貨物、機器設備は関税、貨物税、営業税、貿易サービスおよび商
業港湾サービスなどの関連する税金や手数料等が免除されます。
また、国内の課税区域または保税区域で自由港区の営業者に販売
し、その事業に供する物品、機器設備または役務に対する営業税
はゼロ税率が適用されます。なお、営利事業が台湾において準備
または補助的な活動に従事するとき、申請資格に適合すれば、そ
の貨物の国内外への販売は、いずれも営利事業所得税が免除され
ます。

自由貿易港区一

政策方針
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図1　台湾自由貿易港区位置図

台湾自由貿易港区位置図
ウェブサイト：https://taiwan-ftz.com/
電話番号：07-5219000
所在地：高雄市鼓山区蓬莱路 10 号

連絡
先情報
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戦略的サービス産業への投資を強化し、台湾のサービス産
業での雇用機会を増やし、サービス産業の国際的および技術的
発展を支援するために、台湾政府は「戦略的サービス業投資推
進プログラム」を実施しています。プログラムを通じて、最終
的には海外への輸出拡大と生産高の増加を目指しています。

本プログラムは、行政院の国家発展基金が 100 億台湾元を
投じて、投資専門マネジメント会社と共同で資金を投資するも
のです。主な投資対象は情報サービス業、中国語 eコマース、
デジタルコンテンツ、クラウドコンピューティング、コンベン
ション、食の国際化、国際物流、介護、デザイン、フランチャ
イズ、観光・旅行業、エネルギー技術サービス、その他「戦略
的サービス業」と執行機関の認定を受けた事業です。

投資マッチングサービス以外に、「戦略的サービス業投資推
進プログラム」により企業に戦略的提携、技術、ビジネスチャ
ンス等の情報を提供し、企業の性質に応じて個別に一歩進めた
資金調達についての指導も行います。また、必要に応じて、他
の指導リソースや補助プログラムを紹介し、企業の投資効率向
上、投資障壁の低減に協力します。現在すでに、デジタルコン
テンツの凱鈿行動科技、バイオ技術サービスの睿谷科技、EC の
創業家兄弟、情報サービスの科盛科技など 70 社以上がこのプロ
グラムのサポートを受けています。

戦略的サービス業投資推進プログラム二
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図2　戦略的サービス業投資推進プログラムの内容

優れた投資環境づくり×産業に資金を呼び込む→サービス業全体の発展を牽引

発展環境の整備 資金投資の促進
計画目標

産業発展の
潮流をつかむ

投資環境政策
の研究

サービス業
投資モデル
を樹立

本計画のシステム
とコンセプト
を周知

資金調達の
アドバイスと

的確なマッチング

政府の産業支援
リソースとの
連携強化

戦略的サービス業の資金源を多元化し、資金
を呼び込む。

投資後の管理、顧客に応じたきめ細かなサ
ポートで、企業の経営力と競争力をアップ。

投資家に産業発展形態を理解してもらい、戦
略的サービス業の投資モデルを樹立。

台湾のサービス業の雇用を増やし、サービス
企業の国際化とハイテク化を支援。

見込まれる
効果

投資家の投資意欲を高め、優良企業がマッチングの機会を獲得。戦略的サービス業への投資を柔軟化し、産業の転換
と発展を促進。
企業のオペレーション・マネジメント能力の向上。マッチングプラットフォームの提供により、戦略的サービス業への投
資を加速。
政策プラン及び推進内容を周知し、政府の産業支援実施の成果とリンクし、WIN-WIN のシナジー効果を発揮。

戦略的サービス業投資推進オフィス
ウェブサイト：https://www.issip.org.tw/issip/index.php
連絡窓口：張（Ms.）
電話番号：02-2704-1077
電子メール：purple@mail.tca.org.tw
所在地：台北市信義区信義路三段 41-2 号 8F

連絡
先情報
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出典：2021 商業サービス業年鑑。

物流企業の多くは国内・国外で平行して物流業務を行っており、物
流業全体の売上高が生産高の推移に表れます。財政部の統計（表 1）に
よると、台湾の物流業の売上高は 2016 年から 2019 年まで年々増加し、
9,515 億台湾元から 1.02 兆台湾元に増加しました。しかし、2020 年は新
型コロナウイルス感染拡大の影響により、中国と欧米各国が感染拡大を
防止するために、ロックダウン、ソーシャルディスタンス等の措置を実
施したことが生産活動と経済成長に影響し、さらに国際物流のニーズが
減少したため、9,517 億台湾元まで減少しました。また、2020 年の企業
数は、2016 年より 700 社増えて 14,895 社となりました。

表1　近年の物流業の企業数と売上高

2016 2017 2018 2019 2020

売上高

総計
（台湾元・億元） 9,231 9,864 10,310 10,226 9,517

前年比増加率（%） -2.98 6.86 4.52 -0.81 -6.93

企業数
総計（企業） 14,195 14,352 14,531 14,655 14,895

前年比増加率（%） 0.72 1.11 1.25 0.85 1.64

生産高の規模一

産業発展の概況
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電子商取引では、行政院主計処が 2021 年 12 月に発表したデ
ータによると、新型コロナウイルス感染拡大により非接触経済が
もたらされ、2020 年の台湾における工業及びサービス業のネット
売上げは 4.59 兆台湾元で、2019 年比で 5.9％成長しました。さら
に販売形式別に見ると、2020 年にネットを通じて企業向けに販売
（B2B）された金額は約 3.81 兆台湾元となっており、うち製造業
の売上高が最大で、総額の 7割を超えています。また、個人・家
庭向け（B2C）のネット販売は 7,830 億台湾元で、うち卸売・小
売業が最大の 4,554 億台湾元で、2019 年比で 16.3% 成長しまし
た。新型コロナウイルス感染拡大により、ネット販売市場の規模
が大幅に成長したことが明らかです。

07



物流業には、運輸、倉庫、積み卸し、包装、流通、加工、情報等の分
野が含まれます。国際物流は世界貿易の発展の要であり、海運や空運の請
負輸送、コンテナ・ターミナル、通関手続き、貨物コンテナ輸送等の業務
はいずれも国際物流の発展を構成する分野です。電子商取引のサプライチ
ェーンについては、支援サービス、プラットフォームサービスの 2つの分
野に大別できます。各分野がカバーするサービス形態と国内の主要企業は
図 3に示したとおりです。

サプライチェーンの概況二

図3　台湾eコマース（EC）サプライチェーンの概況

出典：関係資料を整理して作成。

情報システム設置
• 智冠 • 知識科技
• 三竹 • 91APP
• 網路家庭（PChome）

物量倉庫
• 統一速達（クロネコ）
• 新竹物流 • 嘉里大栄
• 台湾宅配通（ペリカン）
• 中菲行

データ分析
• 網路家庭(PChome)
• 91APP • 凌羣電脳
• 聚碩科技 • 知識科技

プロモーション
• 智策慧行銷顧問
• 台北数位集団

資金の連結
• 緑界科技 • 91APP • 知識科技
• 智冠 • 欧買尬 • 網路家庭（PChome）

支援サービス業

プラットフォームサービス
出店管理/取引マッチング/情報集積

• Yahoo 奇摩購物中心
• 東森得易購

• 富邦媒体 (momo)
• 網路家庭 (PChome)

• 数字科技
• 知識科技

08



高雄：東森得意購、
PChome 網路家庭、
嘉里大栄物流、中菲行

台北松山空港

台中空港

嘉義空港

軍民共用空港

台南空港

花蓮空港

台湾桃園国際空港

台東空港

民間用空港

物量倉庫
恒春空港

高雄国際空港

台北：嘉里大栄物流、
大聯大、中菲行

花蓮：嘉里大栄物流

新北：富邦媒体（momo）、
嘉里大栄物流

新竹：中菲行桃園：東森得易購、
PChome 網路家庭、富邦媒体（momo）、
嘉里大栄物流、大聯大、中菲行

台南：富邦媒体（momo）、
嘉里大栄物流、 中菲行

台中：東森得易購、
富邦媒体（momo）、中菲行

彰化：嘉里大栄物流

嘉義：嘉里大栄物流

台湾の物流業及び EC 産業は、北部・中部・南部の各地域に分布して
います（図 4）。そのうち、国際空港を有する桃園市には、台湾の主要な
EC 産業や国際物流産業が集中しています。隣接区域内には 2,000 社を超
える物流、EC、越境 EC、スマートシステムサービス等の企業が立地し、
毎年約 1,800 億元の生産高があります。産業や技術が発展していくにつ
れ、多くの企業がよりよいサービスを提供するため、サテライト倉庫方式
を採用し、各地の大都市圏に隣接する小型の物流拠点を設置するようにな
っています。

産業クラスター三

図4　台湾における国際物流及びEC産業クラスター
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台湾には非常に便利な生活システム、きめ細やかなサービス、アジア
各国の多様な食文化の融合といった強みがあり、多くの国際サービス企業
の重要な投資拠点となっています。新型コロナウイルス感染症の流行によ
って、世界の電子商取引や国際物流はさらに急激に発展し、台湾の関連産
業も大きく成長しました。日本のサービス企業を例に取ると、台湾の内需
市場への期待に加え、日本のブランド力・技術力と台湾のマネジメント人
材との相乗効果が見込まれます。デジタルトランスフォーメーションや小
売・物流システムの統合を通じて、近年台湾への投資を拡大したり、領域
横断型の連携計画を推進したりしています。国際 EC 企業や物流企業は、
台湾への投資を通じ、産業と市場の特性に応じた経営モデルの調整や刷新
を進め、台湾をアジア市場進出の足がかりにできます。

台湾市場をアジア市場
へのステップに一

台湾は市場規模こそ小さいものの、半導体、情報通信、機械製造等
の分野ではすでに産業クラスターが形成されています。また、台湾には
政府の支援、ネットインフラの充実、研究開発のパワーといった強みが
あります。新興サービス産業の多くは、情報通信ネットワーク分野を発
展の主軸としています。越境 EC 企業や物流企業は台湾の関連業界と連
携することで、台湾の情報通信技術を活用したスマート化グループ経営
が可能になるほか、台湾を実証実験の場に、EC・ニューリテール、金融
テクノロジー・データ付加価値応用および電子決済（モバイル決済を含
む）といった新形態のサービスを展開し、共にグローバル物流や越境 EC
市場でいち早くビジネスチャンスをつかむことができます。

情報通信産業とネット等の充実したイン
フラで新興サービス産業の発展を目指す二

ビジネスチャンスの創出
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新型コロナウイルス感染症が世界中に蔓延するなか、在宅経済（Stay-
at-Home	Economy）が急速に拡大しています。コロナ禍を背景に「非接
触型」の EC の売上げは伸び続け、フードデリバリー・プラットフォーム
もサービス範囲を拡大し、様々な業界との提携が進んでいます。現在新型
コロナウイルス感染症ワクチンの接種率が上昇し、各国が徐々に防疫措置
を緩和していますが、感染拡大状況の不確実性が大きいうえ、新しい生活
様式が社会に浸透してきており、今後も在宅消費は拡大し続けると思わ
れます。加えて、台湾には市場受容性の高さ、高品質のインターネット環
境、スマート化物流、積極的なイノベーション開発といったソフトパワー
があり、外国企業にとっても新しいビジネスモデルによる市場の開拓や実
験を行いやすい環境です。

台湾における産業技術の強みを活かし、
共に在宅経済市場の商機をつかむ三

多国籍企業のグローバル物流・
配送センターに四

グローバル物流管理は今では国際企業にとって重要な経営テーマとな
っています。台湾はアジア太平洋地域の中心に位置しており、長年にわた
り自由貿易港区政策を積極的に推進しています。加えて米中貿易戦争、新
型コロナウイルス感染拡大、地政学の急速な変化等の影響から、海外進出
した多くの台湾企業が台湾に回帰しているほか、台湾へのグローバル物流
・流通センター設置を考える外国企業も増えています。外国企業が自由貿
易港区で仕入れ・輸入・保管・輸送のみを行う場合は国内向け・国外向け
を問わず営利事業所得税（法人税）が免除になります。また、台湾と各国
の間に租税協定が締結されていれば、委託加工や検査等の事業を行っても
二重課税されることはありません。
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法人税（営利事業所得税）の税率は 20%であるほか、外国資本の
台湾への投資、産業のイノベーション、産学連携を後押しするため、
以下の税制優遇措置が適用されます（表 2）：

税制措置一

項目 優遇措置

技術や機器、
設備の研究開発
と導入

●	研究開発費の15%を上限として、当年度の法人税から控
除でき、または支出額の10%を上限として、3年に分けて
法人税から控除できる

●	海外から新たな生産技術や製品を導入する際、外国企業が
所有する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他
特に許された権利を使用し、かつ外国企業に支払われる
ロイヤルティは、経済部工業局によって承認された場合、
所得税が免除される

●	台湾で製造されていない機器や設備を輸入する場合、輸
入関税が免除される

表2　税制優遇措置
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項目 優遇措置

スマートマシン
／ 5G／情報セ
キュリティ関連
プロジェクト投
資

●	スマート機器：ビッグデータ、人工知能、IoT 等を利用し
て自動スケジューリング、フレキシブル生産（FMS）、混流
生産等の機能を実行する新しいハードウェア、ソフトウェ
ア、技術または技術サービス

●	 5G：5G 通信システムの新しいハードウェア、ソフトウェ
ア、技術、技術サービスへの投資

●	情報セキュリティ：企業による情報通信セキュリティ製品ま
たはサービスの新しいハードウェア、ソフトウェア、技術ま
たは技術サービスに対する投資は控除の適用が受けられ
る

●	当年度の投資額が合計100万台湾元以上、10 億台湾元
以下の場合、「投資額の 5%を当年度の法人税（営利事業
所得税）から控除」または「投資額の3%を3 年間に分
割して法人税（営利事業所得税）から控除」のいずれかの
方法で控除できる。ただし、控除額は当年度の法人税（営
利事業所得税）額の30%を上限とする

●	適用期間は 2024 年 12 月31日までとする

従業員の
株式報酬

●	会社の従業員が総額 500万台湾元以内の株式報酬を取得
し、株式を保有しながら会社で 2年勤続した場合、譲渡
する際は取得時の時価または譲渡時の時価のうち、いず
れか低い方の価格で課税されることができる

外国籍特定専門
人材

●	条件を満たした外国籍特定専門人材は、給与所得のうち
300万台湾元を超過した部分の半額を、所得税計算時に
総所得から差し引くことができる

各種産業パーク
への入居

●	輸出加工区、サイエンスパーク、自由貿易港区等に入居し
た企業が、自社で使用する機器・設備・原料・燃料・資材
・半製品を輸入した場合、輸入税、物品税、営業税が免
除される

その他 ●	処分利益で実質投資を行った場合、控除項目として法人税
が免除される
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1.	サービス業イノベーション開発プログラム
（Service	Industry	Innovation	Research、SIIR）
サービス業の実践的イノベーションをサポートするため、経

済部では「サービス業イノベーション開発プログラム」を推進し
ています。これは商業とサービス業〔日本の流通業及びサービス
業に相当〕の企業が年度ごとの助成テーマに基づいて作成したイ
ノベーション開発計画に対して助成するものです。その構想は現
在の業界内の水準を超え、かつ市場において実現可能性のあるも
のでなければなりません。助成の種類には、「個別イノベーショ
ン」、「提携イノベーション」の 2つがあります。

（1）	「個別イノベーション」：「先行イノベーション」と「転換イ
ノベーション」の 2部門に分かれます。「先行イノベーショ
ン」では、企業が経営競争力の強化のためイノベーション開
発に投資する場合、1事業につき年間 150 万台湾元まで助成
します。「転換イノベーション」は、過去に助成を受けた企
業が、イノベーションの成果を拡張し、ブランドの深化・多
角化・市場拡大に向けたイノベーション研究開発を行う場
合に、1事業あたり年間 300 万台湾元を上限として助成しま
す。

（2）	「提携イノベーション」：「サービスエコシステム」、「フラン
チャイズ組織」の 2部門に分かれます。「サービスエコシス
テム」は 3社以上の業者が共同で申請し、共同でビジネスモ
デルを確立して利益を創造し、相利共生、利益獲得、進化の
関係を確立する場合、年 1案件につき 1,000 万台湾元まで助

助成措置二
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成します。「フランチャイズ組織」は、本部が単一のブラン
ドとして申請し、革新なサービスモデルを確立して最低 7以
上の店舗を導入する場合、1案件につき年 500 万台湾元まで
助成します。

2.	流通サービススマート化推進プログラム
助成は「需給チェーン管理強化」と「イノベーション流通マ

ーケティングモデル」に分かれ、製品供給の連携予測、製品供給
の迅速対応、商品配置動的調整、非接触マーケティングサービ
ス、フルチャネル購入サービス、新形態販売サービス、カスタム
販売サービス等の形態全てを範囲とします。プログラムの規定に
該当する企業は、経費総額の 50%、500 万台湾元までの助成金を
申請することができます。
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1.	WPG ホールディングス
WPGホールディングスは、世界一、アジア太平洋地域最大の

半導体構成部品流通企業です。傘下には世平、品佳、詮鼎、友尚
等の販売会社を擁し、代理店は 250 店を超え、世界に約 80 か所
の販売拠点を有しています。WPG ホールディングスは、ポスト
コロナ時代の世界において、情報通信、5G基地局の拡大、IoT、
カーエレクトロニクス、スマート製造等の分野におけるデジタル
トランスフォーメーションのビジネスチャンスを見込みんでいま
す。また、グローバルサプライチェーンのレジリエンス発展動向
に対応するため、「倉庫保管委託 - サービスとしてのロジスティク
ス」（Logistics	as	a	Service、LaaS）モデルを打ち出し、グループ
のデジタルプラットフォーム、スマート倉庫、スマート流通サー
ビスの展開を続け、グローバル市場において機先を制したいとし
ています。

2.	中菲行国際物流
中菲行は輸出入時の通関業務や輸出入貨物倉庫の管理を担

う、台湾最大の航空貨物輸送請負企業です。世界の物流とサプラ
イチェーンがコロナショックの影響を受けるなか、中菲行はビジ
ネス・インテリジェンス・テクノロジー（BIT）及び世界 160 か所
を超えるサービス拠点を有する強みを活かし、迅速かつ豊富なソ
リューションを顧客に提供し、世界の産業及び防疫関連の受注の
多くを獲得し続けています。

物流・運輸業一

台湾の代表的企業
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1.	 momo富邦媒体科技
2004 年に設立された同社は、EC、ビッグデータ、スマート

物流等の分野に積極的に投資し、消費者に寄り添う「分散式サ
テライト倉庫」を通して、各地域の消費者の嗜好を理解し、製
品組み合わせに対して柔軟性を持つようにしています。現在では
台湾の EC グループのリーディング・カンパニーとなっており、
momo購物網、摩天商城、テレビショッピングやカタログショッ
ピング等を運営し、中国や ASEAN 市場にも事業を展開していま
す。

2.	 PChome 網路家庭
1996 年に設立され、2000 年 6 月には B2C の EC 分野に参入

して「PChome 線上購物」を開設しました。その後、EC事業の範
囲を拡大し、台湾の中小企業のネット販売をサポートするため、
2005 年 10 月に「PChome 商店街」を開設。2006 年 6 月には米
国 eBay との合弁で「露天拍売（オークション・サイト）」をオー
プンしました。現在、PChome の EC 事業は、米国やタイにも展
開しています。また、情報通信、金融サービス、不動産等の企業
とも積極的に異業種提携を進めています。

ECサービス業二
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地域の倉庫・物流センターとしての台湾の将来性に期待した
ドイツの DHL 社は、2019 年、新 8,000 万台湾元を投じて桃園に
サービスセンターを設置し、これにより台湾とグループ傘下の
220 か国 / 地域を超えるサプライ・チェーンとの連携が強化され
ました。米 UPS 社は、台湾への投資を拡大し、4,500 万台湾元を
投じて物流センターを建設しました。この物流センターは 2020
年 2 月から運用が開始されています。このことで、グループのス
マート物流ネットワークが大幅に効率化され、顧客とサプライ・
チェーンとの結びつきや競争力が強化されました。

このほか、日系の台湾日通国際物流は台湾の物流と EC にビ
ジネスチャンスを見いだし、2021 年 5月に桃園に物流ハブを新設
し、化粧品、医薬品、医療機器の営業許可証を取得しました。将
来、日本通運グループのテリトリーを利用し、台湾における運営
規模をさらに拡大します。また、日本のファミリーマートグルー

物流・運輸業一

外資系企業の成功事例
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日本のネット通販最大手楽天グループは、台湾のネット通販
市場の将来性を見込んで、2008 年に海外市場への第一歩として
「台湾楽天市場」を設立しました。コロナ禍で多くの実店舗がネッ
ト通販に切り替えるなか、台湾楽天では、「EC コンサルチーム」
を立ち上げ、オンライン・チュートリアル等のリソースを提供し
て出店者のデジタルトランスフォーメーションをサポートしてい
ます。現在、主な顧客の業種は食品、家庭生活用品、コスメ・ヘ
ルスケア等です。

また、SG ホールディングス傘下の SGH グローバル・ジャ
パンも、台湾で勢いよく発展する EC 産業の将来性を見据えて、
2021 年 2 月に EC 企業 PChome と提携覚書を交わし、ワンスト
ップの日台越境 EC サービスを展開することになりました。伊藤
忠商事（ITOCHU	Corporation）も、同年 3月に台湾宅配通（ペリ
カン便）の持株比率を 7％から 19％へと大幅に引き上げることを
発表しました。また、後払い決済企業「Paidy」に投資し、三環亜
洲公司（トライリンクアジア）を設立しました。今後、宅配、物
流、物販で成果が上がれば、さらに持株比率を引き上げる可能性
もあります。

ECサービス二

プは、台湾の EC のニーズ及び新しい消費形態に対応し、2022 年
3 月に 168 億台湾元の資金を投じて台中に総合物流パークを設立
し、花蓮、新竹に全温度帯物流センター、生鮮食品工場、パン工
場を新設することを発表しました。
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